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沖縄県における令和６年の業務上疾病発生状況 

を公表します 
～６年連続で増加（新型コロナウイルス感染症へのり患による

業務上疾病を除く。）～ 

 

沖縄労働局(局長 柴田 栄二郎)は、令和６年の業務上疾病
※
発生状況を取りまとめま

したので公表します。 

 
※ 負傷に起因する疾病（腰痛など）、物理的因子による疾病（熱中症など）、過重な業務による脳

血管疾患・心臓疾患などが該当します（休業４日以上の労働者死傷病報告に基づくもの。）。 
 

 

担      

 

当 

沖縄労働局労働基準部 健康安全課 

課              長  矢吹 陽子 

地方労働衛生専門官  並里 智浩 

電話：０９８ （８６８） ４４０２ 

 

１ 県内における業務上疾病発生状況（図１～図５、表） 

（１）新型コロナウイルス感染症へのり患によるもの（以下単に「新型コロナ」とい

う。）を除く業務上疾病による死傷者数（以下「業務上疾病者数」という。）は、令

和元年（109人）以降、毎年増加しており、令和６年には164人（前年比4.5％増）と

なった。 

（２）疾病分類別発生状況 

新型コロナを除く業務上疾病者数の多い順に以下の疾病分類で多く発生している。 

ア 災害性腰痛〔新型コロナを除く業務上疾病者数に占める割合：51.2％〕 

84人（前年比17人減、16.8％減） 

イ 熱中症〔新型コロナを除く業務上疾病者数に占める割合：9.8％〕 

16人（前年比３人増、23.1％増） 

（３）業種別発生状況 

新型コロナを除く業務上疾病者数の多い順に以下の業種で多く発生している。 
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ア 保健衛生業〔新型コロナを除く業務上疾病者数に占める割合：26.2％〕 

イ 商業・金融・広告業〔新型コロナを除く業務上疾病者数に占める割合：20.7％〕 

ウ 運輸交通・貨物取扱業〔新型コロナを除く業務上疾病者数に占める割合：11.6％〕 

 

２ 沖縄労働局における主な取組み 

（１）新型コロナを除くと、業務上疾病者数の51.2％を災害性腰痛が占めることから、腰

痛の予防を図るため、安全衛生教育の実施及び身体的負担の軽減に向け、転倒予防も

含めた「転倒・腰痛予防対策」、「SAFEコンソーシアム」、「高年齢労働者の健康づ

くり」や助成金支援（参考資料）の活用を周知する。 

（２）その他業務上疾病の対策として、産業保健活動支援やメンタルヘルス対策、治療と

仕事の両立支援、化学物質管理、熱中症対策など、さまざまな対策と支援を行ってい

く（参考資料）。 

 

〔添付資料〕 

図１ 県内における疾病別業務上疾病発生状況の推移 

（平成27年～令和６年[新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く。]） 

図２ 県内における業務上疾病発生状況の推移 

（平成27年～令和６年[新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを含む。]） 

図３ 県内における業種別業務上疾病発生状況の推移 

（平成27年～令和６年[新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く。]） 

図４ 県内における業種別災害性腰痛発生状況の推移（平成27年～令和６年） 

図５ 災害性腰痛発生状況の推移（沖縄・全国）（平成27年～令和６年） 

表  令和６年 業務上疾病発生状況（業種別疾病別） 

 

〔参考資料〕 

業務上疾病の対策と支援一覧 

 



(※1) 　「負傷に起因する疾病」には、「災害性腰痛」、「皮膚等の負傷による破傷風等の細菌感染症」などが含まれる。
(※2) 　「物理的因子による疾病」には、「異常温度条件による疾病（熱中症等）」などが含まれる。
(※3) 　「作業態様に起因する疾病」には、「負傷によらない業務上の腰痛」、「重激業務による運動器疾患等」、「手指前腕の障害及び頸肩腕症候群」などが含まれる。
(※4) 　「その他」には、主なものとして、「病原体による疾病（ワイル病等のレプトスピラ症など）」、「化学物質による疾病」などが含まれる。
(※5)   「災害性腰痛」とは重い物を持ち上げる等の動作の反動で発生する（悪化する）腰痛をいう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料出所） 沖縄労働局 「業務上疾病調」
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（資料出所） 沖縄労働局 「業務上疾病調」
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図 ２ 県内における業務上疾病発生状況の推移

（平成２７年～令和６年〔疾病別：新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを含む。〕）
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図 ３ 県内における業種別業務上疾病発生状況の推移

（平成２７年～令和６年〔新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く。〕）
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図 ４ 県内における業種別災害性腰痛発生状況の推移（平成27年～令和６年）

（資料出所）沖縄労働局「業務上疾病調」
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※新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く。

（資料出所）沖縄労働局「業務上疾病調」



うち熱
中症

9 7 2 2 2 3 0 1 0 0 0 0 2 17 17

4 3 5 5 5 0 0 0 0 0 0 0 1 10 10

13 7 2 2 2 3 0 0 0 0 0 0 1 19 19

27 17 1 1 1 4 1 0 3 1 0 0 1 36 34

37 32 2 2 1 2 0 0 39 1 0 1 0 81 43

13 8 1 1 1 2 1 0 0 0 0 0 0 16 16

15 10 4 4 4 4 0 1 0 0 0 1 0 25 25

118 84 17 17 16 18 2 2 42 2 0 2 5 204 164

(※1)  疾病分類は労働基準法施行規則第35条によるものを整理したもの。
(※2)  災害性腰痛を除く負傷に起因する疾病には、「業務上の皮膚等の負傷による破傷風等の細菌感染症」などが含まれる。　
(※3)  「その他の業務上疾病」には、「じん肺及びじん肺合併症」、「その他の業務に起因することの明らかな疾病」が含まれる。

表　　令和６年　業務上疾病発生状況（業種別疾病別）
　　　　　　　　　単位：人　

負傷に起因する疾病 作業態様に起因する疾病
化学物質
による疾
病
（がんを
除く）

病原体による疾病
過重な業
務による
脳血管疾
患・心蔵
疾患等

※２
うち災害性
腰痛

うち異常温
度条件によ
る疾病

接客娯楽業

その他

計

新型コロナ
感染症を除

く

物理的因子に起因する疾病

保健衛生業

強い心理
的負荷を
伴う業務
による精
神障害

その他の
業務上疾
病
（※３）

計

製造業

建設業

運輸交通・貨物取扱業

商業･金融･広告業

うち負傷によら
ない業務上の腰

痛

新型コロ
ナ感染症
以外

（資料出所）沖縄労働局 「業務上疾病調」

疾病分類

（※１）

業種



職場でのメンタルヘルス対策に関する法令・通達・
マニュアル、「ストレスチェック実施プログラム
（無料）」を掲載しています。
https://www.mhlw.go.jp/bunya/
roudoukijun/anzeneisei12/

メール・電話・SNS相談窓口を設置し、メンタルヘ
ルス対策の取組事例などを紹介しています。
■働く人のメンタルヘルスポータルサイト
「こころの耳」
https://kokoro.mhlw.go.jp/

治療と仕事の両立支援のガイドラインや企業の取り
組み事例、シンポジウムなどの総合的な情報を紹介
しています。
■治療と仕事の両立支援ナビ
https://chiryoutoshigoto.mhlw.go.jp

産業保健総合支援センターは、産業保健活動を支
援するため、企業への訪問指導や相談対応、研修
などを実施しています。
地域産業保健センター（地産保）では、小規模事
業場を対象に、医師による健康相談などを実施し
ています。
また、事業主団体等を通じて、中小企業等の産業
保健活動の支援を行う「団体経由産業保健活動推
進助成金」による支援も実施しています。
■産業保健総合支援センター（さんぽセンター）
https://www.johas.go.jp/shisetsu/tabid/
578/Default.aspx

■団体経由産業保健活動推進助成金 亜
https://www.johas.go.jp/sangyouhoken/
tabid/1251/Default.aspx

沖縄労働局 労働基準部 健康安全課 〒900-0006
沖縄県那覇市おもろまち２－１－１

☎098-868-4402 那覇第二地方合同庁舎１号館3階

「従業員の幸せのためのSAFEコンソーシアム」
※ に加盟し安全衛生の取り組みを社内外
にPRしましょう︕
※増加傾向にある転倒・腰痛などの労働災害について、
顧客や消費者も含めたステークホルダー全員で解決

を図る活動体です。趣旨に賛同した企業、団体でコン
ソーシアムを構成し、労働災害問題の協議や、加盟者
間の取り組みの共有、マッチング、労働安全衛生に取
り組む加盟メンバーの認知度向上などをサポートしま
す。

■SAFEコンソーシアムポータルサイトはこちら
（サイト内から加盟申請もできます）
https://safeconsortium.mhlw.go.jp/

高齢者が安心して安全に働ける職場環境の実現に向
けた取り組みを進めましょう。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/
newpage_00007.html

化学物質のラベル・SDSの作成、危険有害性に応じ
たリスクアセスメントを着実に実施するための情報
を提供しています。
■職場のあんぜんサイト
http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/
kag/kagaku_index.html

業 務 上 疾 病 の 対 策 と 支 援 一 覧
産業保健活動総合支援 SAFEコンソーシアム

メンタルヘルス対策

治療と仕事の両立支援

高年齢労働者の健康づくり

化学物質管理

「いきいき健康体操」（監修︓松平浩）
■動画
https://www.mhlw.go.jp/content/000895038.mp4

転倒・腰痛予防対策

■職場における熱中症予防情報
https://neccyusho.mhlw.go.jp/

■職場における受動喫煙防止対策
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/
kitsuen/index.html

■労働基準監督署等への届出は電子申請が便利です︕
https://www.mhlw.go.jp/stf/
seisakunitsuite/bunya/0000184033.html

その他

参考資料

https://www.mhlw.go.jp/bunya/
https://kokoro.mhlw.go.jp/
https://chiryoutoshigoto.mhlw.go.jp
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https://www.johas.go.jp/sangyouhoken/
https://safeconsortium.mhlw.go.jp/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/
https://www.mhlw.go.jp/content/000895038.mp4
https://neccyusho.mhlw.go.jp/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
https://www.mhlw.go.jp/stf/

